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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 第49期及び第50期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載してい

ない。 

３ 第51期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため及び１株当たり当期純

損失が計上されているため記載していない。 

４ 提出会社は、平成16年２月19日付で、普通株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

営業収益 (千円) 15,648,154 16,801,713 16,639,411 18,430,957 24,001,616

経常利益 (千円) 844,162 797,870 499,069 594,478 1,205,747

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) 124,390 68,478 △24,444,021 12,628,145 709,370

純資産額 (千円) 9,274,111 9,180,510 △14,918,061 △468,975 240,076

総資産額 (千円) 69,623,187 61,878,680 36,574,605 31,297,387 16,481,740

１株当たり純資産額 (円) 241.93 239.72 △389.67 △183.84 △39.78

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 3.24 1.79 △638.37 1,256.25 62.29

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 742.30 36.22

自己資本比率 (％) 13.3 14.8 △40.8 △1.5 1.5

自己資本利益率 (％) 1.3 0.7 ― ― ―

株価収益率 (倍) 27.8 26.8 ― 0.2 5.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,157,487 7,267,470 △538,955 158,543 15,515,603

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △6,263 △316,055 3,381,418 4,075,546 93,649

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,531,259 △7,039,911 △645,557 △6,304,730 △13,961,532

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,368,822 1,280,325 3,477,231 1,406,590 3,054,311

従業員数 (名) 166 169 171 156 121



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 第49期及び第50期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していな

い。 

３ 第51期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため及び１株当たり当期純損失

が計上されているため記載していない。 

４ 第52期事業年度における資本金の減少額は、平成16年２月19日付の無償減資と、平成16年３月20日の第三者割当増資によ

る普通株式ならびに第一回優先株式の発行との差額である。 

５ 提出会社は、平成16年２月19日付で普通株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

６ 平成17年10月31日付で第一回優先株式のうち1,350,000株が普通株式に転換された。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

営業収益 (千円) 14,768,437 15,864,465 15,712,493 17,484,240 23,185,753

経常利益 (千円) 796,294 783,562 513,545 572,215 1,198,572

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) 102,502 65,681 △24,476,382 12,626,992 730,365

資本金 (千円) 8,490,599 8,490,599 8,490,599 1,850,389 1,850,389

発行済株式総数 (株) 
普通株式 
38,335,234 

普通株式
38,335,234 

普通株式
38,335,234 

普通株式
10,732,046 

優先株式 
3,000,000 

普通株式 
14,726,128 

優先株式 
1,650,000 

純資産額 (千円) 9,240,387 9,151,832 △14,971,185 △523,252 206,794

総資産額 (千円) 69,461,907 61,737,703 36,389,876 31,108,845 16,335,029

１株当たり純資産額 (円) 241.04 238.97 △391.06 △188.91 △42.05

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

3.00 

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00 

(0.00)

0.00

(0.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 2.67 1.71 △639.22 1,256.13 64.14

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 742.23 37.29

自己資本比率 (％) 13.3 14.8 △41.1 △1.7 1.3

自己資本利益率 (％) 1.1 0.7 ― ― ―

株価収益率 (倍) 33.7 28.1 ― 0.2 5.2

配当性向 (％) 112.2 ― ― ― ―

従業員数 (名) 57 57 56 51 41



２ 【沿革】 

当社は、旧横浜正金銀行の新会社として、旧正金株主に新会社の株式を割当て、第一銀行(現みずほ銀行)、東海銀

行(現三菱東京UFJ銀行)、東京銀行(現三菱東京UFJ銀行)、日本興業銀行(現みずほ銀行)、中央信託銀行(現中央三井信

託銀行)の５行が主要株主となり、昭和39年２月20日設立された不動産会社である。 

主な経歴は下記のとおりである。 

  

(注) なお、平成18年２月28日付にて当社の株主と株式会社ジャレコとの間で株式交換を行い、当社は同社の完全子会社となっ

た。またこれに伴いジャスダック証券取引所において、平成18年２月22日に上場廃止となった。 

  

年月 経歴

昭和39年２月 資本金５億円で東京都中央区日本橋通二丁目１番地に設立

昭和45年７月 ビル管理連結子会社 株式会社ジェクール設立(資本金 2,000万円)

昭和46年６月 株式を東京店頭売買銘柄に登録 

同年  12月 本店を東京都中央区日本橋一丁目５番３号に移転

昭和47年２月 定款を変更し会社事業目的に観光事業を追加

平成元年10月 観光ホテル事業連結子会社 四阿興産株式会社設立(資本金４億円)

平成６年11月 
本店を東京都中央区東日本橋二丁目28番４号(現住所)に移転並びに本社事務所を東京都千代田区
神田錦町三丁目20番地に新設 

平成９年７月 賃貸ビル事業子会社 株式会社エステートジェクールを吸収合併

平成17年11月 本店を東京都中央区日本橋小舟町10番６号に移転



３ 【事業の内容】 

当社企業集団は、当社及び連結子会社２社(四阿興産株式会社、株式会社ジェクール)により構成され、主な事業内

容と各社の当該事業に係わる位置づけは次のとおりである。 

(1) 不動産販売事業 

当社が、宅地の造成分譲、マンションおよび戸建住宅の建設販売を行っている。 

  

(2) 不動産賃貸事業 

当社は、事務所ビルの賃貸を行っている。 

  

(3) その他事業 

当社が、不動産担保貸付等の金融事業を行っているほか、株式会社ジェクールが不動産の管理を行っている。 

なお、平成17年８月末までは、四阿興産株式会社がリゾートホテルの経営および不動産の管理を行っていたが、

ホテル事業からの撤退に伴い、リゾートホテルの経営および不動産の管理を終了している。 

  

なお、上記事業区分と事業の種類別セグメント情報における事業区分とは同一である。 

  

事業系統図は次のとおりである。 

  

  

 

  

(注) 四阿興産株式会社については、ホテル事業からの撤退に伴い、リゾートホテルの経営および不動産の管理を終了している。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社に該当しない。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書の提出はしていない。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数の減の起因となった事由は、不動産販売事業は営業の縮小等により８名減、その他事業はホテル事業からの撤退

により20名減、不動産の管理で８名減となっている。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には従業員組合が組織されており、組合員数17名、単一組合で外部団体には、所属していない。 

組合との間には特記すべき事項はなく、穏健な労使関係を維持している。 

㈱ジェクール、四阿興産㈱には、労働組合は、組織されていない。 

  

名称 住所
資本金 
又は出資金
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割
合(％) 

(連結子会社)       

四阿興産㈱ 
長野県小県郡 
真田町 

70,000 ― 100.0 ― 役員の兼任 ４名 

(連結子会社)       

㈱ジェクール 
東京都中央区 
日本橋小舟町 

50,000 不動産の管理 100.0 ― 役員の兼任 ２名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

不動産販売事業 22 

不動産賃貸事業 3 

その他事業 82 

全社(共通) 14 

合計 121 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

41 40.8 14.5 6,070,382



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国の経済は、原油価格の高騰や金利上昇などの懸念材料があるものの、企業収益の

改善、株価の回復に加え、民間設備投資の増加や個人消費にも明るさが増し、長く続いた資産デフレ脱却への兆し

が出てきている。 

不動産業界においては、分譲マンションを中心に高水準の供給が続いているほか、基準地価についても全国平均

では下落が続いているが、東京都区部で15年振りに上昇するなど大都市圏での底入れ感が広がった。 

このような経営環境の下、当社グループは、平成16年１月から平成18年12月まで経営体質の改善、収益構造の転

換をはかるため、「日本中央地所再建計画」を実行中であり、当期において債務超過を解消したが、今後の用地取

得、建築資金の調達を機動的に行うために資本増強が必要不可欠であるとの判断の下、株式会社ジャレコとの株式

交換によりジャレコ並びにその実質的な親会社等であるSandringham Fund SPC Ltd.による資金面、業務面の支援を

得ながら、更なる財務基盤の強化、経営資源の効率的活用など諸施策を強力に推進することにより、当社の企業価

値は高まり、ジャレコグループの一員として、新たにスタートすることが最善と考え、平成17年10月７日付で調印

した株式交換覚書に基づき、平成17年10月14日に株式交換契約書を締結し、平成17年12月26日開催の臨時株主総会

において平成18年２月28日をもって、当社が株式交換により株式会社ジャレコの完全子会社となる株式交換契約書

が承認可決された。 

当連結会計年度の業績については、売上高は240億１百万円と前年同期比55億７千万円(30.2％)の増収となった。

利益面については、営業利益は17億１千１百万円と前年同期比３億４千万円(24.9％)、経常利益は12億５百万円

と前年同期比６億１千１百万円(102.8％)それぞれ増益となった。 

また、特別利益としてホテル事業譲渡益等４千３百万円、特別損失として販売用不動産評価損７千８百万円、株

式交換関係費用５千４百万円、ホテル事業譲渡関係費用１千６百万円等を計上、税金費用３億８千７百万円を差引

き、当期純利益については７億９百万円となった。 

  

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりである。 

(不動産販売事業) 

戸建分譲は、「ウェルシーガーデン上池台」、「ウェルシーガーデン東中山」、「ウェルシーガーデン狛江西

野川」等の売上69億４千１百万円と前年同期比12億４千７百万円(21.9％)の増収、マンション分譲は、「ハロー

プロジェクトオーチャードプラザ」、「ミディオン」、「プリマシティ」、「深沢ハウス」等の売上152億６百万

円と前年同期比46億２百万円(43.4％)の増収となった結果、不動産販売高の合計は221億４千７百万円と前年同期

比58億４千９百万円(35.9％)の増収となった。 

(不動産賃貸事業) 

不動産賃貸事業の売上高は９億７千４百万円と前年同期比１億６百万円(9.8％)の減収となった。 



(その他事業) 

その他事業は、売上高８億７千９百万円と前年同期比１億７千２百万円(16.4％)の減収となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、16億４千７百万円増加し、現金及び現金同等物の期末残高は30億５千

４百万円となった。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少等により、155億１千５百万円(前年同期比153億５千７

百万円の増加)の収入となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、ホテル事業譲渡等により、９千３百万円(前年同期比39億８千１百万円の

減少)の収入となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により、139億６千１百万円(前年同期比76億５千６百万

円の減少)の支出となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項なし。 

  

(2) 受注実績 

該当事項なし。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 販売金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産販売事業 22,147,627 ＋35.9 

不動産賃貸事業 974,259 △9.8 

その他事業 879,730 △16.4 

合計 24,001,616 ＋30.2 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、平成18年度の業績計画につき、近時の仕入用地の高騰と販売市場の軟化等から極めて厳しい状況

となり、再建計画比大幅な減収減益が避けられない事態となったことから、再建策の再構築を行うため、株式会社ジ

ャレコとの株式交換契約を締結した。 

今後はジャレコグループの一員として、資本面・業務面の支援を得ながら、更なる財務基盤の強化、経営資源の効

率的な活用などの諸施策を強力に推進し、「日本中央地所再建計画(平成15年12月11日)」に掲げた経営体質の改善・

収益構造の転換を促進することによって、当社の企業価値の向上に努めていく所存である。 

「日本中央地所再建計画」の概要及びその実行状況は、以下のとおりである。 

① 再建計画の期間 

平成16年１月より平成18年12月までの３年間 

② 基本方針及び実行状況 

・不採算、不稼動の賃貸用・販売用不動産の売却・評価減と不動産販売部門への経営資源の集中 

・資産売却による有利子負債の圧縮 

・一層の経費削減と合理化の推進 

・主力の㈱みずほ銀行をはじめとする対象債権者に対して債務免除(上限120億円)等の要請 

・減資等の実施 

・優先株式を主体とする総額20億円の第三者割当増資 

上記方針に則り、再建計画第２年度である平成17年12月期連結会計年度において以下の事項を実施した。 

・経常借入金12億８百万円の返済。 

・当期純利益７億９百万円の計上による債務超過の解消。 

・平成17年８月31日 ホテル事業撤退に係る固定資産等を譲渡 

・「株式交換による、株式会社ジャレコの完全子会社化」の株主総会決議。 

(株主総会：平成17年12月26日、株式交換日：平成18年２月28日) 

なお、平成18年２月28日に上記㈱ジャレコとの株式交換を完了した。 

・平成18年３月24日賃貸用として使用中の固定資産を譲渡し、経常借入金55億７千３百万円の返済。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであ

る。 

① 経済的要因による影響について 

当社グループの主要な事業である不動産販売事業は、顧客の需要動向に影響を受けやすいといえる。顧客の需要

は、景気、金利、地価をはじめ、税制の動向等にも左右されやすく、金利の上昇や住宅借入に関する優遇税制の規

模縮小等が発生した場合には、顧客の住宅購入意欲が減退し、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

② 上半期と下半期の間の業績変動リスクについて 

当社グループの主要な事業である不動産販売事業は顧客への物件引渡時に売上が計上されるため、引渡時期の集

中等により、上半期と下半期で財政状態及び経営成績に偏りが生じる場合がある。 

販売計画の変更、その他の事由により、引渡時期に変更があった場合には、業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性がある。 

  

③ 仕入競争の激化と土地仕入価格の上昇について 

土地仕入時の競争入札制度の一般化に伴い、都心を中心に用地仕入競争は一段と激化している。このような仕入

環境の変化は、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

④ 金利変動の影響について 

当社グループの主要な事業である不動産販売事業においては、用地仕入れ代金等、事業資金の調達が不可欠であ

り、その調達を金融機関からの借入に依存している。 

従って、将来の金融環境の変化により金利の変動が生じた場合には、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

ある。 

  

⑤ 不動産関連法制の変更による影響について 

将来において、建築基準法、都市計画法その他不動産関連法制が変更された場合には、新たな義務の発生、費用

負担の増加、所有資産に関する権利の制限等により、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

提出会社 

株式交換に関する契約 

  

(注) 平成17年12月26日開催の臨時株主総会及び臨時種類株主総会において株式交換契約書の承認を受け、平成18年２月28日付で

株式交換が実施されたことにより、当社は株式会社ジャレコの完全子会社となっている。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項なし。 

  

契約締結先 契約内容 契約を結ぶに至った経緯 権利義務関係 

株式会社ジャレコ 「株式交換契約」 当社は、平成16年１月か

ら平成18年12月まで経営体

質の改善、収益構造の転換

をはかるため、「日本中央

地所再建計画」を実行中で

あるが、近時の仕入用地の

高騰と販売市場の軟化等か

ら平成18年度の業績計画に

つき、再建計画比大幅な減

収減益が避けられない事態

となり、再建策の再構築を

行うため本契約を締結し

た。 

株式交換 

の内容 

株式会社ジャレコを完全親

会社とし、当社を完全子会

社とする。 

  

株式交換 

の日 

  

平成18年２月28日 

交換比率 当社の普通株式１株につき

株式会社ジャレコの普通株

式1.250株の割合、当社の

第一回優先株式１株につき

株式会社ジャレコの普通株

式3.698株の割合をもって

割当交付する。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。 

この連結財務諸表の作成に当っては、貸倒債権に関する判断等、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる

様々な要因に基づいて行った見積りを含んでいる。 

  

(2) 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析 

① 財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、164億８千１百万円で前連結会計年度末(以下「前期末」)比148億１千５百万円

(47.3％)の減少となった。流動資産が52億９千２百万円で前期末比144億７千９百万円の減少、固定資産は111億

８千万円で前期末比３億２千７百万円の減少、また繰延資産が８百万円の減少となった。 

流動資産減少の主な要因は、販売面では当連結会計年度竣工のマンション３棟に前期竣工マンションの残戸分

を加え高層住宅で過去にない引渡件数を記録し、また戸建住宅の引渡しも順調であった一方、新規物件の仕入面

では土地価格の高騰により慎重な仕入を実施したこと等に伴い、たな卸資産が前期末比143億４千３百万円減少し

たことによるものである。 

固定資産減少の主な要因は、有形・無形固定資産の減価償却１億２千７百万円と弁済による破産債権その他こ

れに準ずる債権の１億５千７百万円の減少によるものである。 

繰延資産減少の要因は、前期発生した新株発行費の償却によるものである。 

当連結会計年度末の負債の合計額は、162億４千１百万円と前期末比155億２千４百万円(48.9％)の減少となっ

た。流動負債が、86億３千１百万円と前期末比130億２千５百万円(60.1％)減少、固定負債も76億９百万円と24億

９千９百万円(24.7％)減少した。 

負債減少の主たる要因は長短借入金の減少である。当連結会計年度末の長短借入金残高の合計は143億４千９百

万円で、その内訳は経常借入金が136億４千９百万円、不動産仕入に係るプロジェクト借入金が７億円となってい

る。経常借入金については、収益による返済で11億５千５百万円、有形固定資産等の売却による返済で５千２百

万円、合わせて12億８百万円前期末比減少した。またプロジェクト借入金は、販売代金の回収により127億５千３

百万円減少した。 

当連結会計年度末の資本合計は２億４千万円の資産超過となっており、当期純利益７億９百万円の計上によ

り、前期末の債務超過の状態を解消することが出来た。 

  

② 経営成績 

マンションの竣工引渡しが相次いだこともあり、当連結会計年度の売上高は240億１百万円と前連結会計年度比

55億７千万円(30.2％)の増収となった。 

不動産分譲市場における競合激化の要因により、不動産販売部門の粗利益率は低下したものの、営業利益は17

億１千１百万円と前連結会計年度比３億４千万円(24.9％)の増益となった。経常利益は、金融費用負担減等によ

り、12億５百万円と前連結会計年度比６億１千１百万円(102.8％)の増益となった。 

また、特別利益としてホテル事業譲渡益等４千３百万円を計上、一方特別損失として、販売用不動産評価損７

千８百万円及び株式交換関係費用５千４百万円、ホテル事業譲渡関係費用１千６百万円等を計上し、さらに税金

費用３億８千７百万円を差し引いた結果、当期純利益は７億９百万円となった。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度中の主な設備投資は、建物及び建物附属設備の改修等により総額28,245千円、その殆んどが不動産

賃貸事業に係るものである。 

なお、営業収益に重要な影響を及ぼすような固定資産の撤去又は滅失はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成17年12月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
器具備品

土地及び
借地権 
(面積㎡) 

合計 

賃貸事業用 
土地・建物 

不動産賃貸 
事業 
その他事業 

事業用賃貸 
ビル等 

1,714,223 15,796
9,320,474
(1,937.54)

11,050,494 ―

本社 
(東京都千代
田区) 

不動産販売 
事業 
その他事業 
本社共通 

事業用賃貸 
ビル 

― ―
―
(―)

― 41



主要な設備の内訳 

イ 建物 

  

  

ロ 土地及び借地権 

  

  

(2) 国内子会社 

平成17年12月31日現在 

  

名称 所在地 用途 構造 主要設備
延面積
(㎡) 

帳簿価額 
(千円) 

従業員数
(人) 

神田中央ビル 
(本社) 

東京都 
千代田区 

貸事務所 
(貸事務所) 

鉄骨鉄筋コンクリ
ート造10階建地下
３階付 

電気・冷暖房
消火・給排水 
エレベーター２基 
カーリフト１台 

9,710.90
(848.42)

794,217 
(－) 41

銀座中央ビル 東京都 
中央区 〃

鉄骨鉄筋コンクリ
ート造10階建地下
３階付 

電気・冷暖房
消火・給排水 
エレベーター３基 

6,087.74 434,181 －

市ヶ谷中央ビル 東京都 
新宿区 〃 鉄骨造９階建 

電気・冷暖房
消火・給排水 
エレベーター２基 

4,326.99 482,995 －

合計      20,125.63 1,711,394 41

区分 所在地 
自社用地
(㎡) 

借地
(㎡) 

合計
(㎡) 

土地 
帳簿価額 
(千円) 

借地権 
帳簿価額 
(千円) 

神田中央ビル 東京都千代田区 66.87 858.31 925.18 443,923 4,021,223 

銀座中央ビル 東京都中央区 553.90 ― 553.90 3,140,000 ― 

市ヶ谷中央ビル 東京都新宿区 458.46 ― 458.46 1,715,327 ― 

合計   1,079.23 858.31 1,937.54 5,299,250 4,021,223 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

器具備品 その他 合計 

㈱ジェクール 
本社 
(東京都中央区) 

その他事業 その他 2,887 1,131 4,019 80



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 該当事項なし。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項なし。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款において、普通株式につき消却があった場合、又は、優先株式につき消却もしくは普通株式への転換があった場合には

これに相当する株式の数を減ずる旨を定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 第一回優先株式の内容は次のとおりである。 

(1) 優先配当金 

(イ)優先配当金 

当会社は、利益配当を行うときは、優先株式を有する株主(以下「優先株主」という。)又は優先株式の登録質権

者(以下「優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普通株式

の登録質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立ち、優先株式１株につき下記(ロ)に定める額の利益配当

金(以下「優先配当金」という。)を支払う。 

(ロ)優先配当金の額 

１株あたりの優先配当金の額は、優先株式の発行価額(500円)に、それぞれの営業年度毎に下記の配当年率(以下

「優先配当年率」という。)を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の優先配当金については、配当起算日

から営業年度の最終日までの日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。 

優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が50円を

超える場合は、優先配当金の額は50円とする。 

優先配当年率は、平成16年３月20日以降、次回配当年率修正日(下記に定義される。)の前日までの各営業年度に

ついて、下記算式により計算される年率とする。 

 優先配当年率＝日本円TIBOR(１年物)＋1.500％ 

優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。配当年率修正日は、平成16年

３月20日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を配当年率修正日とする。 

「日本円TIBOR(１年物)」とは、平成16年３月19日又は各配当年率修正日において、午前11時における日本円１

年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協会によって公表され

る数値を指すものとする。日本円TIBOR(１年物)が公表されていなければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前営

業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円

LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値またはこれに準ずるものと認めら

れるものを日本円TIBOR(１年物)に代えて用いるものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 65,331,812

優先株式 2,650,000

計 67,981,812

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 14,726,128 14,726,128 (注)２
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

第一回優先株式 1,650,000 1,650,000 ― (注)１ 

計 16,376,128 16,376,128 ― ― 



(ハ)累積条項 

ある営業年度において、優先株主又は優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額が優先配当金の額に達しな

いときは、その不足額(以下「累積未払配当金」という。)は翌営業年度に限り累積するものとし、累積未払配当

金については、優先配当金及び普通株主に対する利益配当金に先立って、これを優先株主に支払うこととする。

但し、平成18年12月31日を決算期日とする営業年度までの間は、累積未払配当金は、翌営業年度に累積しないも

のとする。 

(ニ)単純参加条項 

優先配当金が支払われた後に残余利益があるときは、普通株主又は普通登録質権者に対して、優先配当金と同額

にいたるまで利益配当金を支払うことができ、さらに残余利益について利益配当金を支払うときは、優先株主又

は優先登録質権者及び普通株主又は普通登録質権者に対し、１株につき同額の金額を支払う。 

(ホ)優先中間配当金 

本会社は、優先株主又は優先登録質権者に対して、中間配当を行わない。 

(2) 残余財産の分配 

当会社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登録質権者に先立

ち、優先株式１株につき500円を支払う。優先株主または優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配

は行わない。 

(3) 買受けまたは消却 

当会社は、いつでも優先株式を買受け、これを保有し、又は株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消

却することができる。当会社が、前記の定めに従って優先株式を買受ける場合、他の種類の株式を有する株主は、

商法第210条第７項の請求をなし得ず、同株主に関する請求権にかかる同条第６項の招集通知の記載を要しないも

のとする。 

(4) 議決権 

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

(5) 新株引受権等 

当会社は、優先株式について株式の併合又は分割を行わない。また、優先株主に対し、新株の引受権、新株予約権

の引受権、新株予約権付社債の引受権又は分離して譲渡することができる新株予約権および社債の引受権を与えな

い。 

(6) 転換予約権 

(イ)転換を請求し得べき期間 

優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成17年４月１日から平成32年３月31日までとする。 

(ロ)転換の条件 

優先株式は、上記(イ)の期間中、１株につき下記(a)ないし(c)に定める転換価額により、当会社の普通株式に転

換することができる。 

(a) 当初転換価額 

当初転換価額は、169円とする。(当初転換価額は、平成16年２月19日から平成16年３月２日までの日本証券業

協会が公表する当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。当初転換

価額の計算にあたっては、その円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。) 

(b) 転換価額の修正 

転換価額は、平成18年４月１日以降、平成32年３月31日まで、毎年４月１日(以下それぞれ「転換価額修正

日」という)に、各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」とい

う)の日本証券業協会が公表する当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値(終値のない日数は除

く。)に修正される(修正後転換価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、

上記の時価算定期間内に、下記(c)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(c)に

準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換

価額(ただし、下記(c)により調整される。)の70％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り上げる。以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c)により調整される。)を下回る場合には

下限転換価額をもって、また、修正後転換価額が当初転換価額(ただし、下記(c)により調整される。)を上回

る場合には当初転換価額(ただし、下記(c)により調整される。)をもって修正後転換価額とする。 



(c) 転換価額の調整 

① 優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」

という。)により調整する。転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算出し、そ

の小数第１位を切り上げる。 

  

  

(ⅰ)転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合(自己株式を処分する

場合を含む。)、調整後転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合は

その日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は転換価額調整式における「新規発行普通株

式数」に算入される。 

(ⅱ)株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以

降、これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもっ

て株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決

議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後転換価額

は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

(ⅲ)転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式または権利行

使により発行される普通株式１株あたりの発行価額(ただし、当該発行価額は商法第280条の20第４項また

は同法第341条の15第４項により算出されるものとする。なお、引用されている商法の条項は平成16年３

月３日時点において施行されている条項を指すものとし、以下も同様とする。)が転換価額調整式に使用

する時価を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券(権利)を発行する場合、調整後転換価額は、そ

の証券(権利)の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証

券(権利)の全額が転換またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降また

はその割当日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に当該転

換または新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数

に算入される(下記(ⅳ)も同様とする。)。 

(ⅳ)普通株式に転換することができる株式または新株予約権を行使できる証券(権利)であって、転換価額また

は新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降の一定の日(以下「価額決定日」とい

う。)の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換価額または権利行使

により発行される普通株式１株あたりの発行価額(ただし、当該発行価額は商法第280条の20第４項または

同法第341条の15第４項により算出されるものとする。)が転換価額調整式に使用する時価を下回る場合、

調整後転換価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券(権利)の全額が転換またはすべての新株予約権

が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

② 上記①に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする

場合には、取締役会が適当と判断する転換価額により変更される。 

③ 転換価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後転換価額を適用する日(ただし、上記①(ⅱ)ただし

書きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の日本証券業協会が公表する当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位

未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上記①または②で

定める転換価額の調整事由が生じた場合には、転換価額調整式で使用する時価(当該平均値)は、取締役会が

適当と判断する価額に調整される。 

④ 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額と

し、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、または、株主

割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数とする。

なお、処分される自己株式の数は転換価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。 

        既発行 

普通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 

調整後 

転換価額
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

１株あたりの時価 

   既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



⑤ 転換価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。 

(ⅰ)上記①(ⅰ)の時価を下回る払込金額(または処分価額)をもって普通株式を発行(または自己株式を処分)す

る場合には、当該払込金額または処分価額(金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額) 

(ⅱ)上記①(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円 

(ⅲ)上記①(ⅲ)の時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式または①(ⅲ)で定める内容

の新株予約権を行使できる証券(権利)を発行する場合は、当該転換価額または当該新株予約権の行使によ

り発行される普通株式１株あたりの発行価額(ただし、当該発行価額は商法第280条の20第４項または同法

第341条の15第４項により算出されるものとする。) 

(ⅳ)上記①(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された転換価額または新株予約権の行使により発行される普通株

式１株あたりの発行価額(ただし、当該発行価額は商法第280条の20第４項または同法第341条の15第４項

により算出されるものとする。) 

(ⅴ)転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換

価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。 

(ハ)転換により発行すべき普通株式数 

優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

  

(ニ)転換の請求により発行する株式の内容 

当会社普通株式 

(ホ)転換請求受付場所 

東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

(ヘ)転換効力の発生 

転換の効力は、転換請求書および優先株式の株券が上記(ホ)に記載する転換請求受付場所に到着したときに発生

する。ただし、優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出は要しないものとする。 

(ト)普通株式へ転換後第１回目の配当 

優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求または下記(7)に記載する

一斉転換が１月１日から６月30日までになされたときには１月１日に、７月１日から12月31日までになされたと

きには７月１日に転換があったものとみなしてこれを支払う。 

(7) 普通株式への一斉転換 

転換を請求し得べき期間中転換請求のなかった優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一斉転換日」という。)を

もって、優先株式１株の払込金相当額を、一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の日本証券業協会が公

表する当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値(終値のない日数は除く。以下「一斉転換価額」とい

う。)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小

数第１位を切り上げる。 

この場合、一斉転換価額が下限転換価額を下回る場合には下限転換価額をもって、また、一斉転換価額が上限転換

価額を上回る場合には上限転換価額をもって一斉転換価額とする。上限転換価額とは、当初転換価額に等しい金額

(ただし、上記(6)(ロ)(c)により調整される。)をいう。 

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこ

れを取扱う。 

２ 平成18年２月28日付の株式会社ジャレコとの株式交換により、当社が同社の完全子会社となったことに伴い、ジャスダッ

ク証券取引所において、平成18年２月22日に上場廃止となった。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

転換により発行 

すべき普通株式数 
＝ 
優先株主が転換請求のために算出した優先株式の発行価額の総額 

転換価額 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

  

(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 自己株式22,947株は「個人その他」に229単元及び「単元未満株式の状況」に47株が含まれている。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が32単元含まれている。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年２月19日(注)１ △30,668,188 7,667,046 △7,641,539 849,059 ― 121,817

平成16年３月20日(注)２ 6,065,000 13,732,046 1,001,330 1,850,389 998,265 1,120,082

平成17年10月31日(注)３ 2,644,082 16,376,128 ― 1,850,389 ― 1,120,082

(注) １ 欠損てん補のため無償減資(90％) 資本金 7,641,539千円減少

      株式併合(５株を１株) 発行済株式 30,668,188株減少

   ２ 第三者割当増資     

      普通株式 3,065,000株  発行価格 １株につき163円

     資本組入額 １株につき82円

     資本金 251,330千円増加

     資本準備金 248,265千円増加

      優先株式 3,000,000株  発行価格 １株につき500円

     資本組入額 １株につき250円

     資本金 750,000千円増加

     資本準備金 750,000千円増加

   ３ 第一回優先株式1,350,000株の普通株式への転換 

     普通株式 3,994,082株増加

     優先株式 1,350,000株減少

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

5 9 9 67 8 14 4,021 4,133 ―

所有株式数 
(単元) 

58 10,222 852 78,308 8,262 22 48,821 146,545 71,628

所有株式数 
の割合(％) 

0.04 6.94 0.58 53.19 5.61 0.02 33.62 100.00 ―



② 第一回優先株式 

平成17年12月31日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 平成18年２月28日を交換日とする株式交換により、株式会社ジャレコは当社の発行済株式の全てを所有し、当社は同社の

完全子会社となった。 

２ 大株主は平成17年12月31日現在の株主名簿に基づくものである。なお、サンドリンガム ファンド エスピーシー リミ

テッドから平成17年10月18日付で提出された大量保有報告書により、平成17年10月12日現在で以下の株式を所有している

旨の報告を受けておるが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができないので上記「大株主の状況」では考

慮していない。 

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

３ 株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付けで株式会社UFJ銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行に商号変更され

ている。 
  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 16,500 ― ― ― 16,500 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

清和綜合建物株式会社 東京都港区芝大門一丁目１番23号 5,433 36.89

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 1,865 12.66

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店) 

25 Cabot Square, Canary Wharf, 
London E14 4QA England 
  
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号) 
  

738 5.01

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 383 2.60

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 375 2.54

廣 岡 浩 二 東京都品川区戸越三丁目10―10 330 2.24

伊 藤 元 植 三重県桑名市矢田248―１ 270 1.83

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 228 1.54

清 水 直 規 山梨県南都留郡忍野村忍草1173―１ 222 1.50

株式会社建隆インベストメント 兵庫県神戸市中央区播磨町45番地 170 1.15

計 ― 10,016 68.02

大量保有者名 サンドリンガム ファンド エスピーシー リミテッド 

保有株式数 707千株

株式保有割合 5.16％



② 第一回優先株式 

平成17年12月31日現在 

(注) 平成18年２月28日を交換日とする株式交換により、株式会社ジャレコは当社の発行済株式の全てを所有し、当社は同社の完

全子会社となった。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 無議決権株式は第一回優先株式である。詳細については、第４「提出会社の状況」１「株式等の状況」(1)「株式の総数

等」②「発行済株式」(注)１に記載のとおりである。 

２ 単元未満株式の中には当社所有の自己株式47株が含まれている。 

３ 上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が3,200株(議決権32個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 1,650 100.00

計 ― 1,650 100.00

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
優先株式 

1,650,000 
― (注)１ 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  22,900 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

14,631,600 
146,316 同上

単元未満株式 普通株式  71,628 ― 同上

発行済株式総数 16,376,128 ― ― 

総株主の議決権 ― 146,316 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本中央地所株式会社 

東京都中央区日本橋小舟町
10番６号

22,900 ― 22,900 0.1

計 ― 22,900 ― 22,900 0.1



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  



３ 【配当政策】 

当社では、各事業年度における収益状況及び企業体質の強化、将来の事業展開等を総合的かつ長期的に考慮し、収

益向上のための内部留保に努めるとともに、株主の皆様への利益還元に十分配慮することを配当政策の基本方針とし

ている。 

しかしながら、当事業年度については、繰越損失を解消するまでに至らず、誠に遺憾ながら無配とした。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック

証券取引所におけるものである。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に移行してい

る。 

２ 平成16年２月19日付で、普通株式５株を１株とする株式併合を行っており、※印は株式併合後の株価である。 

３ 当事業年度終了後、提出日現在までの間で、平成18年２月28日付の株式会社ジャレコとの株式交換により、当社が同社の

完全子会社となったことに伴い、平成18年２月22日にジャスダック証券取引所において上場廃止となっている。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものである。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) 184 108 76
41

※ 335 
368

最低(円) 85 33 20
27

※ 145 
237

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 290 329 310 368 330 350

最低(円) 256 260 286 272 295 307



５ 【役員の状況】 

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
代表取締役   川 目 正 良 昭和37年11月６日生

昭和60年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

―

平成11年８月 株式会社クリード入社 

  12年５月 同社取締役 

  17年12月 株式会社ジャレコ取締役現在に至

る 

  18年３月 当社代表取締役社長現在に至る 

取締役副社長   松 村 謙 治 昭和37年４月17日生

昭和60年４月 住友不動産株式会社入社 

―

平成９年９月 泉レストラン株式会社代表取締役 

（住友不動産㈱より出向） 

  11年１月 泉開発産業株式会社代表取締役

（住友不動産㈱より出向） 

  16年４月 住友不動産株式会社都市開発事業

本部東京用地部部長補佐 

  16年10月 同社 同本部 首都圏営業部部長

補佐 

  17年４月 同社 同本部 関西圏事業部営業

部長 

  17年12月 株式会社ジャレコ執行役員事業開

発担当現在に至る 

  18年３月 当社取締役副社長現在に至る 

取締役 高層住宅 
事業部長 内 山 富 生 昭和25年５月21日生

昭和49年１月 日本オリベッティ株式会社入社 

―

  50年７月 株式会社大志入社 

  56年９月 当社入社 

平成５年７月 当社営業第三部次長 

  ９年４月 当社営業第三部長 

  12年３月 当社取締役営業第三部長 

  13年４月 当社取締役高層住宅事業部長現在

に至る 

取締役 ビル事業部長 南   義 則 昭和24年５月20日生

昭和48年４月 当社入社 

―

平成７年11月 当社ビル営業部次長 

  10年１月 当社ビル営業部長 

  12年３月 当社取締役ビル営業部長 

  13年４月 当社取締役ビル事業部長現在に至

る 

取締役   川 島 亮太郎 昭和37年７月11日生

昭和61年４月 株式会社住友銀行（現㈱三井住友

銀行）入行 

―

平成３年２月 中央クーパースアンドライブラン

ド国際税務事務所入所 

  ５年５月 ＮＭロスチャイルド・アンド・サ

ンズＭ＆Ａバイスプレジデント 

  ７年２月 株式会社武富士財務部次長 

  11年９月 モルガンスタンレー証券会社投資

銀行部クライアントサービスグル

ープ責任者 

  12年10月 クレディスイスファーストボスト

ン証券会社投資銀行本部コーポレ

ートファイナンス部長 

  15年６月 同社Ｍ＆Ａ本部長 

  16年６月 株式会社武富士取締役兼常務執行

役員 

  17年３月 有限会社ケーアール・アドバイザ

リー ファウンダー現在に至る 

  17年８月 株式会社ジャレコ代表取締役 

現在に至る 

  18年３月 当社取締役現在に至る 



(注) 荒井(豊島)慶子、宮崎信壽の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監

査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役   由 良 彦 太 昭和16年12月18日生

昭和39年４月 中央信託銀行株式会社(現中央三

井信託銀行株式会社)入社 

―

平成４年６月 同社取締役 

  ６年３月 当社常務取締役 

  ９年３月 当社常務取締役営業本部長兼ホテ

ル企画部担当 

  11年３月 当社専務取締役 

  15年３月 当社常勤監査役現在に至る 

監査役   
荒井（豊島）
慶子 昭和44年４月29日生

平成６年４月 モニター・カンパニー・インク東

京オフィスコンサルタント 

―

  ９年５月 株式会社フォーバル・テレコム事

業推進室マネージャー 

  11年12月 パシフィック・センチュリー・サ

イバーワークス・ジャパン・リミ

テッド（㈱ジャレコ前身）ヴァイ

スプレジデント事業開発担当 

  12年11月 株式会社ジャレコ シニアヴァイ

スプレジデント事業開発担当 

  16年８月 同社執行役員チーフフィナンシャ

ルオフィサー現在に至る 

  18年３月 当社監査役現在に至る 

監査役   宮 崎 信 壽 大正13年11月19日生

昭和29年３月 宮崎化成工業株式会社設立 代表

取締役 

―

  61年４月 同社取締役会長 

  63年６月 株式会社ジャレコ監査役（常勤） 

平成１年６月 同社監査役退任 

  ２年６月 同社監査役（常勤)現在に至る 

  18年３月 当社監査役現在に至る 

計 ―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営監督機能の透明性や業務執行意思決定の機動性が求められるなか、経営環境変化に迅速に対応でき

る健全かつ効率的な経営システムの維持を念頭においた組織体制を構築することを重要課題としている。 

  

Ⅱ コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の実施状況 

(1) 業務執行、経営の監視、内部統制の仕組 

① 取締役会 

平成17年12月31日現在、当社の取締役は４名で、うち１名が社外取締役である。取締会は月１回の定例取締

役会のほか、必要に応じ随時開催されており、経営上の重要事項に対する意思決定および業務執行の監督を行

なっている。 

② 監査役会 

平成17年12月31日現在、当社の監査役３名のうち２名は社外監査役で経営の透明性・客観性の確保に向けた

取り組みを行っている。監査役会は月１回開催され、監査方針の決定、監査状況の報告等が行われる。 

③ 経営会議 

原則週１回の頻度で、取締役ならびに必要に応じ各部門の部門長を加え、業務の執行状況の報告、及び主要

な意思決定を協議する仕組としている。 

④ 内部監査 

内部統制については、各部署において承認制度の徹底に努めており、また相互牽制により業務執行の統制強

化を図っている。 

当社には、内部監査組織はないが、監査役は取締役の職務執行について厳正な監視を行うとともに、内部統

制の適用状況等を監査しております。 

⑤ その他 

法令にもとづき会計監査人を置き監査を実施しているほか、顧問弁護士、顧問税理士等の専門家のアドバイ

スを仰ぎながら、各専門分野の対応に万全の体制を整えている。 

監査役監査及び会計監査人による会計監査の監査機能は、財務報告に対する信頼性向上のため、定期的に、

あるいは必要に応じ随時会合をもち、それぞれの監査計画と結果について情報共有を図りながら実施してい

る。 

⑥ 会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名 

あずさ監査法人 

 指定社員 

 業務執行社員  公認会計士  三浦 孝昭 

 指定社員 

 業務執行社員  公認会計士  熊木 幸雄 

※業務に係る補助者の構成：公認会計士２名、会計士補３名、その他１名 

  



(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係、その他の利害関係の概要 

平成17年12月31日現在、当社の社外取締役１名及び監査役の２名は、当社のその他の取締役、監査役との人的

関係を有さず、当社との間に特に利害関係はない。 

  

(3) 取締役および監査役に支払った報酬等の額 

(役員報酬) 

  

２ 当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

※ 報酬には、退任取締役２名ならびに退任監査役１名の報酬を含んでいる。 

  なお、上記のほか使用人兼取締役に対して、使用人分給与17百万円を支給している。 

  

(4) 監査法人に対する報酬 

  上記以外の業務に基づく報酬はない。 

１ 取締役に支払った報酬 ５名  38百万円(うち社外取締役０名 ―百万円) 

  監査役に支払った報酬 ４名  18百万円(うち社外監査役３名 10百万円) 

  計    57百万円 

  取締役 １名  21百万円 

公認会計法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基

づく報酬 

 

12百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及

び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12

月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,406,590 3,054,311  

２ 売掛金・営業未収金  527,236 73,974  

３ 営業貸付金  285,410 232,710  

４ たな卸資産 ※１  16,026,949 1,683,178  

５ 前渡金  204,428 80,030  

６ 繰延税金資産  381,000 ―  

７ 繰延ヘッジ損失  4,651 ―  

８ その他の流動資産  946,606 206,094  

９ 貸倒引当金  △10,446 △37,396  

流動資産合計  19,772,426 63.2 5,292,902 32.1

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※１ 5,254,807 3,590,130    

減価償却累計額 3,409,866 1,844,940 1,875,906 1,714,223  

(2) 土地 ※１  5,313,576 5,299,250  

(3) その他の有形固定資産 277,528 102,495    

減価償却累計額 248,966 28,562 82,679 19,815  

有形固定資産合計  7,187,079 23.0 7,033,290 42.7

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  4,021,223 4,021,223  

(2) ソフトウェア  4,712 2,831  

(3) その他の無形固定資産  3,652 2,667  

無形固定資産合計  4,029,588 12.9 4,026,722 24.4

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  28,950 18,750  

(2) 破産債権その他 
  これに準ずる債権 

 2,846,586 2,640,736  

(3) その他の投資  97,631 94,490  

(4) 貸倒引当金  △2,681,776 △2,633,601  

投資その他の資産合計  291,392 0.9 120,375 0.7

固定資産合計  11,508,060 36.8 11,180,388 67.8

Ⅲ 繰延資産     

  新株発行費  16,900 8,450  

繰延資産合計  16,900 0.0 8,450 0.1

資産合計  31,297,387 100.0 16,481,740 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  838,870 240,000  

２ 買掛金・営業未払金  301,366 119,338  

３ 短期借入金 ※１  19,458,100 7,932,000  

４ 未払法人税等  5,985 12,271  

５ 賞与引当金  14,911 12,250  

６ デリバティブ債務  108,371 4,547  

７ その他の流動負債  929,518 311,258  

流動負債合計  21,657,122 69.2 8,631,666 52.3

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※１  8,852,500 6,417,400  

２ 退職給付引当金  154,680 139,246  

３ 役員退職慰労引当金  86,847 85,776  

４ 受入敷金保証金  748,088 701,994  

５ デリバティブ債務  10,832 ―  

６ その他の固定負債  256,291 265,581  

固定負債合計  10,109,240 32.3 7,609,998 46.2

負債合計  31,766,363 101.5 16,241,664 98.5

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  1,850,389 5.9 1,850,389 11.2

Ⅱ 資本剰余金  1,120,082 3.6 1,120,082 6.8

Ⅲ 利益剰余金  △3,434,020 △11.0 △2,724,649 △16.5

Ⅳ 自己株式 ※２  △5,427 △0.0 △5,746 △0.0

資本合計  △468,975 △1.5 240,076 1.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 31,297,387 100.0 16,481,740 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益  18,430,957 100.0 24,001,616 100.0

Ⅱ 営業原価  14,973,145 81.2 20,387,809 84.9

営業総利益  3,457,811 18.8 3,613,807 15.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,087,323 11.4 1,902,371 8.0

営業利益  1,370,488 7.4 1,711,436 7.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 1,261 933    

２ 受取配当金 263 450    

３ 為替差益 1,444 ―    

４ 未払配当金戻入益 2,926 3,393    

５ 生命保険配当金 ― 1,221    

６ その他 7,984 13,880 0.1 3,774 9,772 0.0

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 753,102 462,564    

２ デリバティブ損失 23,339 1,228    

３ 新株発行費償却 8,450 8,450    

４ 為替差損 ― 9,289    

５ その他 4,999 789,891 4.3 33,928 515,461 2.1

経常利益  594,478 3.2 1,205,747 5.0

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 289,203 1,220    

２ 固定資産売却益 ※２ 161,921 8,108    

３ ホテル事業譲渡益 ※３ ― 21,814    

４ ゴルフ会員権売却益 ― 5,285    

５ ゴルフ会員権償還益 ― 6,750    

６ 貸倒引当金戻入益 13,757 ―    

７ 役員退職慰労引当金 
  戻入益 

17,636 ―    

８ 債務免除益 11,532,181 ―    

９ 保険代理店譲渡益 4,761 12,019,461 65.2 ― 43,178 0.2

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※４ 720 1,509    

２ 固定資産除却損 ※５ 529 817    

３ 販売用不動産評価損 ― 78,113    

４ 株式交換関係費用 ― 54,757    

５ ホテル事業譲渡関係費用 ※６ ― 16,733    

６ ゴルフ会員権売却損 ― 121    

７ ゴルフ会員権評価損 12,713 ―    

８ 減資・併合関係費用 27,932 ―    

９ 更生債権早期回収損 28,178 70,073 0.4 ― 152,052 0.6

税金等調整前当期純利益  12,543,865 68.0 1,096,873 4.6

法人税、住民税及び 
事業税 

6,620 6,503    

法人税等調整額 △90,900 △84,279 △0.5 381,000 387,503 1.6

少数株主損益  ― ― ― ―

当期純利益  12,628,145 68.5 709,370 3.0

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 121,817 1,120,082

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  増資による新株式の発行 998,265 998,265 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高 1,120,082 1,120,082

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △23,703,704 △3,434,020

Ⅱ 利益剰余金増加高  

  資本減少による欠損填補額 7,641,539 ―  

  当期純利益 12,628,145 20,269,684 709,370 709,370

Ⅲ 利益剰余金減少高 ― ―

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △3,434,020 △2,724,649

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
１ 税金等調整前当期純利益  12,543,865 1,096,873 
２ 減価償却費  138,801 127,477 
３ 新株発行費償却  8,450 8,450 
４ 有形固定資産除却損  529 817 
５ 有形固定資産売却益  △161,921 △8,108 
６ 投資有価証券売却益  △289,203 △1,220 
７ 為替差損益  △1,444 9,289 
８ ホテル事業譲渡益 ※２ ― △21,814 
９ 販売用不動産評価損  ― 78,113 
10 ゴルフ会員権評価損  12,713 ― 
11 ゴルフ会員権売却益  ― △5,285 
12 ゴルフ会員権売却損  ― 121 
13 ゴルフ会員権償還益  ― △6,750 
14 貸倒引当金繰入額  ― 6,639 
15 更生債権早期回収損  28,178 ― 
16 有形固定資産売却損  720 1,509 
17 債務免除益  △11,532,181 ― 
18 役員退職慰労引当金戻入益  △17,636 ― 
19 貸倒引当金戻入益  △13,757 ― 
20 保険代理店譲渡益  △4,761 ― 
21 受取利息及び受取配当金  △1,524 △1,383 
22 支払利息  753,102 462,564 
23 売上債権の増減額(△は増加)  △376,961 453,262 
24 営業貸付金の増減額(△は増加)  244,300 52,700 
25 たな卸資産の増減額(△は増加)  △863,638 14,256,516 
26 前渡金の増減額(△は増加)  113,726 124,398 
27 仕入債務の増減額(△は減少)  880,124 △780,897 
28 受入敷金保証金の増減額(△は減少)  △242,237 △46,093 
29 固定化債権の増減額(△は増加)  △1,757 177,672 
30 その他  255,708 92,665 

小計  1,473,194 16,077,518 
31 利息及び配当金の受取額  1,492 1,382 
32 利息の支払額  △994,835 △382,861 
33 金利スワップの支払額  △315,415 △173,882 
34 法人税等の支払額  △5,892 △6,553 
営業活動によるキャッシュ・フロー  158,543 15,515,603 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
１ 有価証券の償還による収入  ― 10,000 
２ 投資有価証券の売却による収入  833,362 11,420 
３ 投資有価証券の取得による支出  △9,998 ― 

４ 有形固定資産及び無形固定資産の 
  取得による支出 

 △21,941 △28,365 

５ 有形固定資産の売却による収入  3,274,123 34,334 
６ ホテル事業譲渡による収入 ※２ ― 59,946 
７ ゴルフ会員権売却による収入  ― 6,314 
投資活動によるキャッシュ・フロー  4,075,546 93,649 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
１ 短期借入金による収入  887,000 ― 
２ 短期借入金の返済による支出  △17,095,103 △706,100 
３ 長期借入金による収入  19,534,848 2,400,000 
４ 長期借入金の返済による支出  △11,600,248 △15,655,100 
５ 配当金の支払額  △3,000 △13 
６ 自己株式の純増減額  △2,470 △318 
７ 株式の発行による収入  1,974,243 ― 
財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,304,730 △13,961,532 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △2,070,640 1,647,720 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  3,477,231 1,406,590 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,406,590 3,054,311 
     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 当社グループは、当連結会計年度末において、468百

万円の債務超過になっており、当該状況により、継続企

業の前提に関する重要な疑義が、存在している。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、「私的整理

に関するガイドライン」の手続きに基づき、経営資源の

選択と集中、資産売却による有利子負債の圧縮、一層の

経費削減と合理化の推進を骨子とした「日本中央地所再

建計画」(平成16年１月～平成18年12月)を策定し平成15

年12月11日に全取引金融機関様から同意をいただいた。 

 当該再建計画に基づき、当連結会計年度において以下

の事項を実施した。 

① 平成16年２月19日に無償減資による資本金の減少

7,641百万円及び株式併合。 

② 平成16年３月20日に総額1,999百万円の第三者割当

増資による新株発行及び第三者割当増資による優先株

式の発行。 

③ 平成16年３月23日に対象債権者からの11,532百万円

の債務免除。 

④ 賃貸ビル等の有形固定資産、販売用不動産、投資有

価証券等の売却代金及び増資資金等にて平成16年12月

までに経常借入金を10,797百万円返済。 

⑤ 経常利益594百万円の計上による債務超過の圧縮。 

 従って、連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していない。 

当社グループは、当連結会計年度末において240百万

円の資産超過となり、債務超過の状況を解消したが、短

期的な損益の変動に対処する資本としては未だ過小であ

り、「日本中央地所再建計画」の途上でもある。 

このことから、継続企業の前提に関する重要な疑義

が、存在している。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、「日本中央

地所再建計画」に基づき、経営資源の選択と集中、資産

売却による有利子負債の圧縮、一層の経費削減と合理化

の推進に取り組んでおり、当連結会計年度において当期

純利益709百万円の計上により債務超過を解消した。ま

た、平成17年８月31日付でホテル事業撤退に係る固定資

産等を譲渡した。 

さらに、今後の用地取得、建築資金の調達をより機動

的に行うために資本増強が必要なことから、株式交換に

より株式会社ジャレコ並びにその実質的な親会社等であ

る、Sandringham Fund SPC Ltd.による資金面、業務面

の支援を得ながら、更なる財務基盤の強化、経営資源の

効率的活用など諸施策を強力に推進することにより当社

の企業価値を高めるべく、平成17年10月14日開催の取締

役会決議を経て株式交換契約を締結した。 

平成17年12月26日開催の臨時株主総会及び臨時種類株

主総会において、平成18年２月28日をもって、当社が株

式交換により株式会社ジャレコの完全子会社になること

とし、株式交換に際し当社株主に対して、その所有する

当社株式１株につき同社株式1.250株をもって割当交付

されること、当社種類株主に対してその所有する当社第

一回優先株式１株につき同社株式3.698株をもって割当

交付されることが、承認可決された。 

平成18年２月28日株式会社ジャレコとの株式交換を完

了した。 

また、経営資源配分の適正化を図るため、平成18年３

月６日開催の取締役会決議を経て賃貸用として使用中の

固定資産を平成18年３月24日付で譲渡し、経常借入金55

億７千３百万円を返済した。 

従って、連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していない。 



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社は全て連結されている。 

 当該連結子会社は、四阿興産株式会

社、株式会社ジェクールの２社であ

る。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

―――――― ―――――― 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致している。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

  (ⅰ)満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)によって

いる。 

  (ⅱ)その他有価証券 

    時価のないものについて、移

動平均法による原価法によって

いる。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   

  

  

  (ⅰ)その他有価証券 

同左 

   ② デリバティブ 

   時価法によっている。 

 ② デリバティブ 

同左 

   ③ たな卸資産 

   主として個別法に基づく原価法

によっている。 

 ③ たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   建物、建物附属設備、構築物は

定額法、その他の有形固定資産は

定率法によっている。 

   なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   建物、建物附属設備、構築物は

定額法、その他の有形固定資産は

定率法によっている。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

   建物及び構築物   20～50年 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっている。 

   ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっている。 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  新株発行費は商法施行規則に規定

する最長期間(３年間)で、均等償却

している。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上してい

る。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上している。 

 ② 賞与引当金 

同左 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上している。なお、会計基準

変更時差異(215,324千円)につい

ては、15年による按分額を費用処

理している。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 

   ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を引当計上している。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してい

る。 

―――――― 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

    金利スワップ 借入金 

  

   ③ ヘッジ方針 

   金利変動による借入金のキャッ

シュ・フロー変動リスクをヘッジ

する目的で金利スワップを行って

いる。 

  

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ期間全体におけるヘッジ

対象のキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断し

ている。なお、ヘッジ有効性評価

の結果、ヘッジ会計の適用要件を

充足しなくなったものについて

は、ヘッジ会計の適用を中止して

いる。 

  

  (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっている。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

   ② 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用している。 

 ② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は全面時価評価法によっている。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成してい

る。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

いる。 

同左 



表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度まで財務活動によるキャッシュ・フロ

ーの「短期借入金の純増減額」に含めて表示していた

「短期借入金による収入」及び「短期借入金の返済によ

る支出」は、その内容をより明瞭に表示するため区分掲

記している。 

 なお、前連結会計年度における「短期借入金による収

入」は1,130,000千円、「短期借入金の返済による支

出」は2,554,715千円である。 

―――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

※１ 担保に供している資産及び担保を付している債務 

 (1) 担保に供している資産 

たな卸資産 9,540,815千円

建物及び構築物 1,818,408 

土地 5,307,790 

計 16,667,015 

※１ 担保に供している資産及び担保を付している債務 

 (1) 担保に供している資産 

たな卸資産 705,693千円

建物及び構築物 1,711,394 

土地 5,299,250 

計 7,716,339 

 (2) 担保を付している債務 

短期借入金 4,438,000千円

１年内返済予定の 
長期借入金 

15,020,100 

長期借入金 8,729,700 

計 28,187,800 

 (2) 担保を付している債務 

短期借入金 3,731,900千円

１年内返済予定の
長期借入金 

4,139,000 

長期借入金 6,417,400 

計 14,288,300 

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式10,732,046株、

第一回優先株式3,000,000株、連結会社が保有する

当社の株式の数は普通株式21,728株である。 

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式14,726,128株、

第一回優先株式1,650,000株、連結会社が保有する

当社の株式の数は普通株式22,947株である。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の内主要な費目は次のとお

りである。 

販売手数料 345,265千円

広告費 692,888 

人件費 254,588 

賞与引当金繰入額 2,560 

退職給付費用 13,354 

役員退職慰労引当金繰入額 22,944 

不動産賃借料 26,014 

減価償却費 8,985 

事業所税 1,757 

不動産販売費 404,768 

支払手数料 47,143 

※１ 販売費及び一般管理費の内主要な費目は次のとお

りである。 

販売手数料 559,328千円

広告費 546,995 

人件費 224,255 

賞与引当金繰入額 2,020 

退職給付費用 13,224 

役員退職慰労引当金繰入額 20,078 

不動産賃借料 25,094 

減価償却費 8,018 

事業所税 1,655 

不動産販売費 245,147 

支払手数料 52,549 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

大森北口ビルディング他 
賃貸ビル 
(建物及び構築物 
その他の有形固定資産) 

146,056千円

カームコート自由が丘他 
賃貸マンション 
(建物及び構築物 
その他の有形固定資産) 

15,865 

計 161,921 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

松原団地賃貸マンション
(建物及び構築物、土地) 

8,108千円

※３        ――――― ※３ ホテル事業譲渡益の内容は、次のとおりである。 

   ホテル事業に関連するたな卸資産、建物及び構築

物等の譲渡益である。 

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりである。 

四阿興産㈱   

その他の有形固定資産 720千円

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりである。 

木島平リゾートマンション
(建物及び構築物、土地) 

1,509千円

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。 

市ヶ谷中央ビル他 
建物及び構築物 

507千円

その他の有形固定資産 22 

計 529 

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。 

神田中央ビル
(建物及び構築物) 

119千円

その他の有形固定資産 697千円

計 817千円

  ※６ ホテル事業譲渡関係費用の内容は、次のとおりで

ある。 

 ホテル事業譲渡に係るもので、内訳は下記のとお

りである。 

特別退職金 12,857千円

アドバイザー手数料等 3,875千円

計 16,733千円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,406,590千円

現金及び現金同等物 1,406,590千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,054,311千円

現金及び現金同等物 3,054,311千円

   重要な非資金取引の内容 

   該当事項なし。 

※２ 営業の譲渡により減少した資産の主な内訳 

   ホテル事業譲渡により減少した資産の主な内訳は

次のとおりである。 

流動資産 9,141千円

固定資産 28,990千円

資産合計 38,131千円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(千円) 

  
減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
期末残高
相当額 
(千円) 

その他の 
有形固定 
資産 

  27,779  19,780  7,998

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
期末残高 
相当額 
(千円) 

その他の
有形固定 
資産 

7,146 4,764  2,382

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

１年以内 4,999千円

１年超 2,999 

合計 7,998 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

１年以内 1,429千円

１年超 952 

合計 2,382 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5,789千円

減価償却費相当額 5,789 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,429千円

減価償却費相当額 1,429 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成16年12月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

   非上場株式     28,950千円 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

種類 
連結貸借対照表計上額

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの 

― ― ―

 小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの 

 

 国債 9,999 9,998 △1

 小計 9,999 9,998 △1

合計 9,999 9,998 △1

          

売却額 
(千円) 

  
売却益の合計額

(千円) 
  

売却損の合計額
(千円) 

  

804,773   289,203   ―   

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券    

 国債 9,999 ― ― ―

合計 9,999 ― ― ―



当連結会計年度(平成17年12月31日) 

有価証券 

１ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

   非上場株式     18,750千円 

  

          

売却額 
(千円) 

  
売却益の合計額

(千円) 
  

売却損の合計額
(千円) 

  

11,420   1,220   ―   



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 連結会社は一部の長期資金の借入時、又短期借入金の

残高を範囲内とした金利スワップ契約を締結している。 

 この金利スワップは、変動金利で契約している長期借

入金及び短期借入金について受取変動金利と支払固定金

利の金利スワップを行ったもので市場金利の変動リスク

を回避するのが目的である。 

 なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行

っている。 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

   金利スワップ   借入金 

 ③ ヘッジ方針 

   金利変動による借入金のキャッシュ・フロー変動

リスクをヘッジする目的で金利スワップを行って

いる。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ期間全体におけるヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断している。なお、ヘッジ有効

性評価の結果、ヘッジ会計の適用要件を充足しな

くなったものについては、ヘッジ会計の適用を中

止している。 

 金利関連のデリバティブ取引については、投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であ

り、稟議手続きによる社長決裁を経たのち、経理部で実

行管理している。 

 なお、このデリバティブの契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識している。 

 連結会社は一部の長期資金の借入時、又短期借入金の

残高を範囲内とした金利スワップ契約を締結している。 

 この金利スワップは、変動金利で契約している長期借

入金及び短期借入金について受取変動金利と支払固定金

利の金利スワップを行ったもので市場金利の変動リスク

を回避するのが目的である。 

 金利関連のデリバティブ取引については、投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であ

り、稟議手続きによる社長決裁を経たのち、経理部で実

行管理している。 

 なお、このデリバティブの契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識している。 



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

時価及び評価損益については、金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではな

い。 

３ 開示の対象から除いている金利スワップ取引はない。 

  

区分 種類 

前連結会計年度末
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

契約額等
(千円) 

契約額等の 
うち１年超 
(千円) 

時価
(千円) 

評価損益
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等の
うち１年超
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

       

金利スワップ取引      

       

 支払固定・受取 
 変動 16,550,000 900,000 △119,203 △119,203 900,000 ― △4,547 △4,547

       

合計 16,550,000 900,000 △119,203 △119,203 900,000 ― △4,547 △4,547



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。

また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合

がある。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年12月31日) 

  当社及び連結子会社は退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

イ 退職給付債務 389,338千円

ロ 年金資産 76,753 

ハ 未積立退職給付債務(イ－ロ) 312,584 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 157,904 

ホ 連結貸借対照表計上額純額 

  (ハ－ニ) 
154,680 

ヘ 退職給付引当金(ホ) 154,680 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日) 

同左 

  

イ 退職給付債務 341,462千円

ロ 年金資産 61,827 

ハ 未積立退職給付債務(イ－ロ) 279,634 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 140,388 

ホ 連結貸借対照表計上額純額 

  (ハ－ニ) 
139,246 

ヘ 退職給付引当金(ホ) 139,246 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年１月１日

至平成16年12月31日) 

イ 勤務費用 38,475千円

ロ 会計基準変更時差異の費用処理 

  額 
14,354 

ハ 退職給付費用(イ＋ロ) 52,830 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年１月１日

至平成17年12月31日) 

イ 勤務費用 41,775千円

ロ 会計基準変更時差異の費用処理 

  額 
14,038 

ハ 退職給付費用(イ＋ロ) 55,814 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 15年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金 2,268,266千円

投資有価証券評価損等 191,263 

固定資産評価損 4,949,659 

販売用不動産評価損 247,563 

その他 335,389 

繰延税金資産小計 7,992,143 

評価性引当額 △7,611,143 

繰延税金資産合計 381,000 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 2,528,325千円

投資有価証券評価損等 191,263 

固定資産評価損 4,483,276 

販売用不動産評価損 209,506 

その他 118,450 

繰延税金資産小計 7,530,823 

評価性引当額 △7,530,823 

繰延税金資産合計 ― 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.05％

(調整) 
評価性引当額の増減 △43.02％

その他 0.30％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.67％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

(調整)  

評価性引当額の増減 △6.36％

その他 1.00％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.33％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業内容を勘案して、下記の通り分類している。 

  (1) 不動産販売：宅地の造成分譲、マンションおよび戸建住宅の建設販売 

  (2) 不動産賃貸：事務所ビルの賃貸 

  (3) その他  ：不動産の管理、リゾートホテルの経営、不動産担保貸付等の金融事業 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る

費用である。 

           243,807千円 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資

金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資産等である。 

          1,961,742千円 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とそれらの償却額が含まれている。 

５ 事業区分の変更：事業区分の方法については、従来、不動産販売事業、不動産賃貸事業、金融事業、その他事業で区分し

ていたが、「日本中央地所再建計画」に基づき、金融事業は縮小することになり、この結果、従来の

「金融事業」の売上高の金額が少額となったため、「その他事業」に含めて表示することとした。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して売上高は「その他事業」が44,556千円増加し、営業費用

は「その他事業」が28,151千円増加し、営業利益は「その他事業」が16,404千円増加し、資産は「その

他事業」が440,038千円増加し、減価償却費は「その他事業」が1,308千円増加し、資本的支出は「その

他事業」が１千円増加している。 

  

  
不動産販売 
(千円) 

不動産賃貸
(千円) 

その他
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

16,297,897 1,080,695 1,052,364 18,430,957 ― 18,430,957

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 4,273 152,013 156,286 (156,286) ―

計 16,297,897 1,084,969 1,204,378 18,587,244 (156,286) 18,430,957

  営業費用 15,294,864 507,692 1,170,390 16,972,948 87,520 17,060,468

  営業利益 1,003,032 577,276 33,987 1,614,296 (243,807) 1,370,488

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 
  資産 

  
  

17,499,402 
  

11,192,296 
  

702,078 
  

29,393,777 

  
  

1,903,609 
  

31,297,387 

  減価償却費 4,115 127,115 8,863 140,093 2,193 142,287

  資本的支出 479 18,560 7,611 26,651 21 26,673



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業内容を勘案して、下記の通り分類している。 

  (1) 不動産販売：宅地の造成分譲、マンションおよび戸建住宅の建設販売 

  (2) 不動産賃貸：事務所ビルの賃貸 

  (3) その他  ：不動産の管理、リゾートホテルの経営、不動産担保貸付等の金融事業 

なお、平成17年８月末をもってリゾートホテルの経営から撤退した。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る

費用である。 

           247,385千円 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資

金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資産等である。 

          3,099,327千円 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とそれらの償却額が含まれている。 

  

  

  
不動産販売 
(千円) 

不動産賃貸
(千円) 

その他
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

22,147,627 974,259 879,730 24,001,616 ― 24,001,616

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― 153,327 153,327 (153,327) ―

計 22,147,627 974,259 1,033,058 24,154,944 (153,327) 24,001,616

  営業費用 20,703,838 447,723 1,044,560 22,196,122 94,058 22,290,180

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

1,443,788 526,535 △11,501 1,958,821 (247,385) 1,711,436

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 
  資産 

  
  

1,963,801 
  

11,067,185 
  

412,703 
  

13,443,691 

  
  

3,038,049 
  

16,481,740 

  減価償却費 4,397 116,177 7,092 127,667 2,542 130,210

  資本的支出 120 25,755 2,490 28,365 ― 28,365



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における本国以外の売上高は無いので、記載事項はない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は無いので、記載事項はない。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項なし。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 △183円84銭 △39円78銭

１株当たり当期純利益 1,256円25銭 62円29銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
742円30銭 36円22銭

   当社は、平成16年２月19日付で普

通株式５株を１株とする株式併合を

行っている。なお、当該株式併合が

前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりである。 

１株当たり純資産額 △1,948円35銭 

１株当たり当期純損失 3,191円86銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため及び１株当たり当期純損失

が計上されているため記載していな

い。 

  

 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり当期純利益  

当期純利益(千円) 12,628,145 709,370

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 12,628,145 709,370

普通株式の期中平均株式数(株) 10,052,262 11,387,899

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 
内訳 
  

6,959,937
第１回優先株式 

6,959,937 

8,197,291
第１回優先株式 

8,197,291 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

該当なし 該当なし



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

―――――― (株式会社ジャレコとの株式交換) 

 提出会社は、平成17年10月14日開催の取締役会決議を

経て、株式会社ジャレコとの間で、同社との株式交換契

約を締結し、平成17年12月26日開催の臨時株主総会及び

臨時種類株主総会において同株式交換契約書の承認を受

けた。 

  １ 株式交換契約の内容 

(1) 株式交換の内容 

提出会社は、株式会社ジャレコと商法352条ない

し363条に定める方法により株式交換を行う。 

  (2) 株式交換の日 平成18年２月28日 

  (3) 株式交換に際して発行する株式及び割当 

株式会社ジャレコは株式交換に際して、普通株式

24,509,057株を発行し、株式交換の日の前日の最終

の提出会社の株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記

載された株主(実質株主を含む。)に対し、その所有

する提出会社の普通株式１株につき株式会社ジャレ

コの普通株式1.250株の割合をもって、その所有す

る提出会社の第一回優先株式につき株式会社ジャレ

コの普通株式3.698株の割合をもって、割当交付す

る。 

  ２ 株式会社ジャレコの概要 

(1) 主な事業内容 

ゲーム事業、投資事業、不動産事業 

  (2) 売上高及び当期純利益 

(平成17年12月期)

売上高 320百万円 

当期純利益 80 〃 

  (3) 資産、負債及び資本の状況 

(平成17年12月31日現在)

資産合計 6,759百万円 

負債合計 331 〃 

資本合計 6,427 〃 

   なお、平成18年２月28日に上記株式交換契約に基づ

き、株式交換が実施されたことにより、提出会社は株式

会社ジャレコの完全子会社となった。 

    

  (固定資産の譲渡) 

 提出会社は、平成18年３月６日開催の取締役会におい

て、次の固定資産の譲渡を決議し、平成18年３月24日付

で売却した。 

  (1) 譲渡内容 

譲渡資産 

  

  

土地 東京都中央区銀座五丁目 

   ５番18、５番19 

   面積   553.90㎡ 

  
建物 同所同番地上のオフィスビル

   延床面積 6,087.74㎡ 

譲渡先 シャイニング・ノヴァ特定目的会社

譲渡価額 59億円 

売買契約日 平成18年３月６日 

引渡日 平成18年３月24日 

  (2) 譲渡理由 

提出会社の経営資源配分の適正化を図るため。 

  (3) 譲渡に伴う影響額 

当該資産の譲渡により、売却益21億５千万円の計

上が見込まれる。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 4,438,000 3,731,900 1.7 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 15,020,100 4,200,100 1.9 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

8,852,500 6,417,400 2.3
平成19年１月31日 

～ 
平成19年３月30日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 28,310,600 14,349,400 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 6,417,400 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,278,952 2,926,965  

２ 営業未収金  473,778 37,689  

３ 営業貸付金  285,410 232,710  

４ 販売用土地建物 ※１  3,512,557 775,929  

５ 仕掛土地建物 ※１  12,502,125 907,249  

６ 前渡金  204,428 80,030  

７ 前払費用  133,198 57,734  

８ 繰延税金資産  381,000 ―  

９ 繰延ヘッジ損失  4,651 ―  

10 前払金  750,198 18,196  

11 その他の流動資産  48,356 123,051  

12 貸倒引当金  △10,446 △37,396  

流動資産合計  19,564,211 62.9 5,122,159 31.4

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 ※１ 5,016,079 3,585,427    

減価償却累計額 3,175,720 1,840,358 1,874,032 1,711,394  

(2) 構築物 233,189 4,702    

減価償却累計額 229,792 3,397 1,874 2,828  

(3) 車輌 8,749 8,749    

減価償却累計額 8,749 ― 8,749 ―  

(4) 器具備品 115,891 84,401    

減価償却累計額 107,294 8,597 68,604 15,796  

(5) 土地 ※１  5,313,576 5,299,250  

有形固定資産合計  7,165,929 23.0 7,029,270 43.0

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  4,021,223 4,021,223  

(2) ソフトウェア  2,669 1,980  

(3) その他の無形固定資産  2,218 2,218  

無形固定資産合計  4,026,112 12.9 4,025,423 24.7



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  28,950 18,750  

(2) 関係会社株式  50,000 50,000  

(3) 長期貸付金  4,858 3,305  

(4) 従業員長期貸付金  25,151 22,102  

(5) 破産債権その他 
  これに準ずる債権 

 2,846,586 2,640,736  

(6) 長期前払費用  3,626 887  

(7) 差入保証金  40,504 40,504  

(8) その他の投資  17,790 7,040  

(9) 貸倒引当金  △2,681,776 △2,633,601  

投資その他の資産合計  335,691 1.1 149,725 0.9

固定資産合計  11,527,733 37.0 11,204,419 68.6

Ⅲ 繰延資産     

新株発行費  16,900 8,450  

繰延資産合計  16,900 0.1 8,450 0.0

資産合計  31,108,845 100.0 16,335,029 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  838,870 240,000  

２ 営業未払金  296,242 119,338  

３ 短期借入金 ※１  4,438,000 3,731,900  

４ １年内返済予定の 
  長期借入金 

※１  15,020,100 4,200,100  

５ 未払金  5,301 2,384  

６ 未払費用  80,682 19,564  

７ 未払法人税等 ※２  3,798 8,723  

８ 未払消費税等  ― 111,663  

９ 前受金  762,672 114,753  

10 預り金  20,728 12,204  

11 賞与引当金  5,000 4,500  

12 デリバティブ債務  108,371 4,547  

13 その他の流動負債  7,421 4,235  

流動負債合計  21,587,188 69.4 8,573,915 52.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※１  8,852,500 6,417,400  

２ 退職給付引当金  115,635 115,590  

３ 役員退職慰労引当金  60,801 53,753  

４ 受入敷金保証金  748,848 701,994  

５ デリバティブ債務  10,832 ―  

６ 引継債務 ※３  256,291 265,581  

固定負債合計  10,044,908 32.3 7,554,319 46.2

負債合計  31,632,097 101.7 16,128,234 98.7

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 
※４ 
※５ 

 1,850,389 5.9 1,850,389 11.3

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 ※５  1,120,082 1,120,082  

資本剰余金合計  1,120,082 3.6 1,120,082 6.9

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 ※５  24,000 24,000  

２ 当期未処理損失  3,512,296 2,781,931  

利益剰余金合計  △3,488,296 △11.2 △2,757,931 △16.9

Ⅳ 自己株式 ※４  △5,427 △0.0 △5,746 △0.0

資本合計 ※５  △523,252 △1.7 206,794 1.3

負債・資本合計  31,108,845 100.0 16,335,029 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益    

１ 不動産賃貸収入 1,084,969 974,259   

２ 不動産販売高 16,297,897 22,147,627   

３ その他の収入 101,374 17,484,240 100.0 63,867 23,185,753 100.0

Ⅱ 営業原価    

１ 不動産賃貸費用 482,808 428,202   

２ 不動産販売原価 13,657,033 19,222,618   

３ その他の営業費用 79,341 14,219,183 81.3 79,065 19,729,886 85.1

営業総利益  3,265,057 18.7 3,455,866 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売手数料 335,813 551,140   

２ 広告費 686,686 543,069   

３ 人件費 170,525 160,507   

４ 賞与引当金繰入額 1,250 1,305   

５ 退職給付費用 12,498 13,130   

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

17,343 14,101   

７ 貸倒引当金繰入額 ― 6,639   

８ 不動産賃借料 4,091 3,995   

９ 減価償却費 8,653 7,824   

10 事業所税 1,757 1,655   

11 不動産販売費 404,768 245,147   

12 不動産管理費 70,804 49,794   

13 旅費交通費 19,511 16,874   

14 支払手数料 40,901 47,120   

15 接待交際費 9,976 5,727   

16 諸税公課 78,605 48,208   

17 その他 53,548 1,916,736 11.0 43,651 1,759,894 7.6

営業利益  1,348,321 7.7 1,695,971 7.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 1,150 1,120   

２ 受取配当金 263 10,450   

３ 為替差益 1,444 ―   

４ 未払配当金戻入益 2,926 3,393   

５ その他 3,506 9,291 0.1 2,661 17,625 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 753,102 462,564   

２ デリバティブ損失 23,339 1,228   

３ 新株発行費償却 8,450 8,450   

４ 為替差損 ― 9,289   

５ その他 505 785,397 4.5 33,491 515,024 2.2

経常利益  572,215 3.3 1,198,572 5.2



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 289,203 1,220   

２ 固定資産売却益 ※１ 161,921 29,895   

３ ゴルフ会員権売却益 ― 5,285   

４ ゴルフ会員権償還益 ― 6,750   

５ 貸倒引当金戻入益 13,757 ―   

６ 役員退職慰労引当金 
  戻入益 

17,636 ―   

７ 債務免除益 11,532,181 ―   

８ 保険代理店譲渡益 4,761 12,019,461 68.7 ― 43,150 0.2

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※２ 275 119   

２ 固定資産売却損 ※３ ― 1,509   

３ 販売用不動産評価損 ― 78,113   

４ 子会社事業整理損 ― 4,298   

５ 株式交換関係費用 ― 54,757   

６ ゴルフ会員権評価損 12,713 ―   

７ 減資・併合関係費用 27,932 ―   

８ 更生債権早期回収損 28,178 69,099 0.4 ― 138,798 0.6

税引前当期純利益  12,522,577 71.6 1,102,924 4.8

法人税、住民税及び 
事業税 

△13,515 △8,440   

法人税等調整額 △90,900 △104,415 △0.6 381,000 372,560 1.6

当期純利益  12,626,992 72.2 730,365 3.2

前期繰越損失  23,780,828 3,512,296 

資本減少による 
欠損填補額 

 7,641,539 ― 

当期未処理損失  3,512,296 2,781,931 

     



営業原価明細書 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

① 不動産賃貸費用 
  

  
 (注) 諸経費の主なものは次のとおりである。 

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 人件費 40,929 8.5 

Ⅱ 諸経費 441,879 91.5 

計 482,808 100.0 

① 不動産賃貸費用 
  

  
 (注) 諸経費の主なものは次のとおりである。 

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 人件費 34,063 8.0 

Ⅱ 諸経費 394,139 92.0 

計 428,202 100.0 

  

水道光熱費 93,229千円

委託管理費 123,183 

修繕費 7,177 

減価償却費 123,755 

不動産賃借料 27,232 

諸税公課 40,653 

  

水道光熱費 78,218千円

委託管理費 114,258 

修繕費 6,018 

減価償却費 115,118 

不動産賃借料 20,689 

諸税公課 35,549 

② 不動産販売原価 
  

  

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 土地代 6,902,101 50.5 

Ⅱ 建築費 5,942,877 43.5 

Ⅲ 人件費 229,310 1.7 

Ⅳ 諸経費 582,744 4.3 

計 13,657,033 100.0 

② 不動産販売原価 
  

  

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 土地代 9,185,986 47.8 

Ⅱ 建築費 8,929,010 46.5 

Ⅲ 人件費 219,293 1.1 

Ⅳ 諸経費 888,328 4.6 

計 19,222,618 100.0 

③ その他の営業費用 
  

  
 (注) 諸経費の主なものは次のとおりである。 

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 支払利息 16,486 20.8 

Ⅱ 人件費 36,919 46.5 

Ⅲ 諸経費 25,934 32.7 

計 79,341 100.0 

減価償却費 665千円

固定資産税 9,531 

③ その他の営業費用 
  

  
 (注) 諸経費の主なものは次のとおりである。 

科目 金額(千円) 構成比(％) 

Ⅰ 支払利息 5,558 7.0 

Ⅱ 人件費 26,016 32.9 

Ⅲ 諸経費 47,489 60.1 

計 79,065 100.0 

減価償却費 443千円

固定資産税 7,689 



③ 【損失処理計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日。 

  

  
前事業年度

(平成17年３月30日) 
当事業年度 

(平成18年３月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失 
3,512,296

  
2,781,931

Ⅱ 損失処理額 ― ―

Ⅲ 次期繰越損失 3,512,296 2,781,931

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 当社は、当事業年度末において、523百万円の債務超

過になっており、当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が、存在している。 

 当社は、当該状況を解消すべく、「私的整理に関する

ガイドライン」の手続きに基づき、経営資源の選択と集

中、資産売却による有利子負債の圧縮、一層の経費削減

と合理化の推進を骨子とした「日本中央地所再建計画」

(平成16年１月～平成18年12月)を策定し、平成15年12月

11日に全取引金融機関様から同意をいただいた。 

 当該再建計画に基づき、当事業年度において以下の事

項を実施した。 

① 平成16年２月19日に無償減資による資本金の減少

7,641百万円及び株式併合。 

② 平成16年３月20日に総額1,999百万円の第三者割当

増資による新株発行及び第三者割当増資による優先株

式の発行。 

③ 平成16年３月23日に対象債権者からの11,532百万円

の債務免除。 

④ 賃貸ビル等の有形固定資産、販売用不動産、投資有

価証券等の売却代金及び増資資金等にて平成16年12月

末までに経常借入金を10,797百万円返済。 

⑤ 経常利益572百万円の計上による債務超過の圧縮。 

 従って、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映

していない。 

当社は、当事業年度末において206百万円の資産超過

となり、債務超過の状況を解消したが、短期的な損益の

変動に対処する資本としては未だ過小であり、「日本中

央地所再建計画」の途上でもある。 

このことから、継続企業の前提に関する重要な疑義

が、存在している。 

当社は、当該状況を解消すべく、「日本中央地所再建

計画」に基づき、経営資源の選択と集中、資産売却によ

る有利子負債の圧縮、一層の経費削減と合理化の推進に

取り組んでおり、当事業年度において当期純利益730百

万円の計上により債務超過を解消した。また、平成17年

８月31日付でホテル事業撤退に係る固定資産等を譲渡し

た。 

さらに、今後の用地取得、建築資金の調達をより機動

的に行うために資本増強が必要なことから、株式交換に

より株式会社ジャレコ並びにその実質的な親会社等であ

る、Sandringham Fund SPC Ltd.による資金面、業務面

の支援を得ながら、更なる財務基盤の強化、経営資源の

効率的活用など諸施策を強力に推進することにより当社

の企業価値を高めるべく、平成17年10月14日開催の取締

役会決議を経て株式交換契約を締結した。 

平成17年12月26日開催の臨時株主総会及び臨時種類株

主総会において、平成18年２月28日をもって、当社が株

式交換により株式会社ジャレコの完全子会社になること

とし、株式交換に際し当社株主に対して、その所有する

当社株式１株につき同社株式1.250株をもって割当交付

されること、当社種類株主に対してその所有する当社第

一回優先株式１株につき同社株式3.698株をもって割当

交付されることが、承認可決された。 

平成18年２月28日株式会社ジャレコとの株式交換を完

了した。 

また、経営資源配分の適正化を図るため、平成18年３

月６日開催の取締役会決議を経て賃貸用ビルとして使用

中の固定資産を平成18年３月24日付で譲渡し、経常借入

金55億７千３百万円を返済した。 

従って、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映

していない。 



重要な会計方針 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

 移動平均法による原価法によっている。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

 時価のないものについて、移動平均法による原

価法によっている。 

 (2) その他有価証券 

同左 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法によっている。 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法に基づく原価法によっている。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 建物、建物附属設備、構築物は定額法、その他

の有形固定資産は定率法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 建物、建物附属設備、構築物は定額法、その他

の有形固定資産は定率法によっている。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

  建物及び構築物  20～50年 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

  新株発行費は商法施行規則に規定する最長期間

(３年間)で、均等償却している。 

５ 繰延資産の処理方法 

同左 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上

している。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生していると認められる

額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異(175,840千円)につ

いては15年による按分額を費用処理している。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を引当計上している。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

  

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。 

――――― 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 借入金 

  

 (3) ヘッジ方針 

   金利変動による借入金のキャッシュ・フロー変

動リスクをヘッジする目的で金利スワップを行っ

ている。 

  

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ期間全体におけるヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断している。なお、ヘッジ有効

性評価の結果、ヘッジ会計の適用要件を充足しな

くなったものについては、ヘッジ会計の適用を中

止している。 

  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によってい

る。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

 (2) 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用している。 

 (2) 連結納税制度の適用 

同左 



表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(損益計算書) 

 前事業年度において独立掲記していた「貸付金利

息」、「貸付金原価」は、「日本中央地所再建計画」に

基づき、金融事業を縮小したことにより金額が少額とな

ったため、「その他の収入」、「その他の営業費用」に

含めて表示している。 

 なお、当事業年度における「貸付金利息」の金額は

44,556千円、「貸付金原価」の金額は25,144千円であ

る。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※１ 借入金に対し次のとおり担保に供している。 

仕掛土地 7,836,995千円

販売用土地 1,703,819 

建物 1,818,408 

土地 5,307,790 

計 16,667,015 

同上に対する債務額   

短期借入金 4,438,000千円

１年内返済予定の 
長期借入金 

15,020,100 

長期借入金 8,729,700 

計 28,187,800 

※１ 借入金に対し次のとおり担保に供している。 

仕掛土地 705,693千円

建物 1,711,394 

土地 5,299,250 

計 7,716,339 

同上に対する債務額   

短期借入金 3,731,900千円

１年内返済予定の
長期借入金 

4,139,000 

長期借入金 6,417,400 

計 14,288,300 

※２ 未払住民税3,798千円である。 ※２ 未払住民税8,723千円である。 

※３ 引継債務は、閉鎖機関横浜正金銀行からの引継債

務であり、『閉鎖機関令』(昭和22年３月10日付

勅令第74号)の定めにより管理することになって

いる。したがって、この債務の相手方は、旧横浜

正金銀行の預金者または為替等の受取人が主なも

のであり、この支払に当っては受領権を有する者

から支払請求を受け、かつ適格人であるか否か確

認のうえ支払を行うことになっている。 

   また、この債務については、上記『閉鎖機関令』

に準拠し、消滅時効は除外されている。 

※３    同左 

  

※４ 授権株式総数 普通株式 65,331千株

  優先株式 4,000千株

  合計 69,331千株

発行済株式総数 普通株式 10,732千株

  第一回優先株式 3,000千株

  合計 13,732千株

自己株式数 普通株式 21,728株

※４ 授権株式総数 普通株式 65,331千株

優先株式 2,650千株

合計 67,981千株

発行済株式総数 普通株式 14,726千株

第一回優先株式 1,650千株

合計 16,376千株

自己株式数 普通株式 22,947株 

※５ 資本の欠損 

   資本の欠損は3,517,724千円である。 

※５ 資本の欠損 

   資本の欠損は2,787,677千円である。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

大森北口ビルディング他 
賃貸ビル 
(建物及び構築物 
その他の有形固定資産) 

146,056千円

カームコート自由が丘他 
賃貸マンション 
(建物及び構築物 
その他の有形固定資産) 

15,865 

計 161,921 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

四阿高原ホテル・真田寮
(建物及び構築物 
その他の有形固定資産、土地) 

21,786千円

松原団地賃貸マンション
(土地及び建物) 

8,108 

計 29,895 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。 

市ヶ谷中央ビル 
275千円

建物 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりである。 

神田中央ビル
(構築物) 

119千円

  ※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりである。 

木島平リゾートマンション
(土地及び建物) 

1,509千円



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主） 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び当期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(千円) 

  
減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
当期末残高
相当額 
(千円) 

器具備品   17,724  11,797  5,926

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主） 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び当期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
当期末残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 7,146 4,764  2,382

 ２ 未経過リース料当期末残高相当額 

   なお、未経過リース料当期末残高相当額は、未経

過リース料当期末残高が有形固定資産の当期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

１年以内 3,544千円

１年超 2,382 

合計 5,926 

 ２ 未経過リース料当期末残高相当額 

   なお、未経過リース料当期末残高相当額は、未経

過リース料当期末残高が有形固定資産の当期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

１年以内 1,429千円

１年超 952 

合計 2,382 

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 3,544千円

減価償却費相当額 3,544 

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 1,429千円

減価償却費相当額 1,429 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっている。 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっている。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

 繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金 2,268,266千円

投資有価証券評価損等 191,263 

固定資産評価損 4,949,659 

販売用不動産評価損 247,563 

その他 307,915 

繰延税金資産小計 7,964,668 

評価性引当額 △7,583,668 

繰延税金資産合計 381,000 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

 繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金 2,512,070千円

投資有価証券評価損等 191,263 

固定資産評価損 4,483,276 

販売用不動産評価損 209,506 

その他 96,820 

繰延税金資産小計 7,492,937 

評価性引当額 △7,492,937 

繰延税金資産合計 ― 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.05％

(調整) 
評価性引当額の調整 △43.09％

その他 0.21％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.83％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

(調整)  

評価性引当額の調整 △7.33％

その他 0.42％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.78％



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 △188円91銭 △42円05銭

１株当たり当期純利益 1,256円13銭 64円14銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  

742円23銭 37円29銭

  

 当社は平成16年２月19日付で普通

株式５株を１株とする株式併合を行

っている。なお、当該株式併合が前

期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度の１株当たり情報について

は、以下のとおりである。 

１株当たり純資産額 

△1,955円29銭 

１株当たり当期純損失 

3,196円09銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため及び１株当たり当期純損失

が計上されているため記載していな

い。 

  

 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日)

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり当期純利益  

当期純利益(千円) 12,626,992 730,365

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 12,626,992 730,365

普通株式の期中平均株式数(株) 10,052,262 11,387,899

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 
内訳 
  

6,959,937
第１回優先株式 

6,959,937 

8,197,291
第１回優先株式 

8,197,291 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

該当なし 該当なし



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――― (株式会社ジャレコとの株式交換) 

 当社は、平成17年10月14日開催の取締役会決議を経

て、株式会社ジャレコとの間で、同社との株式交換契約

を締結し、平成17年12月26日開催の臨時株主総会及び臨

時種類株主総会において同株式交換契約書の承認を受け

た。 

  １ 株式交換契約の内容 

(1) 株式交換の内容 

当社は、株式会社ジャレコと商法352条ないし363

条に定める方法により株式交換を行う。 

  (2) 株式交換の日 平成18年２月28日 

  (3) 株式交換に際して発行する株式及び割当 

株式会社ジャレコは株式交換に際して、普通株式

24,509,057株を発行し、株式交換の日の前日の最終

の当社の株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載さ

れた株主(実質株主を含む。)に対し、その所有する

当社の普通株式１株につき株式会社ジャレコの普通

株式1.250株の割合をもって、その所有する当社の

第一回優先株式につき株式会社ジャレコの普通株式

3.698株の割合をもって、割当交付する。 

  ２ 株式会社ジャレコの概要 

(1) 主な事業内容 

ゲーム事業、投資事業、不動産事業 

  (2) 売上高及び当期純利益 

(平成17年12月期)

売上高 320百万円 

当期純利益 80 〃 

  (3) 資産、負債及び資本の状況 

(平成17年12月31日現在)

資産合計 6,759百万円 

負債合計 331 〃 

資本合計 6,427 〃 

   なお、平成18年２月28日に上記株式交換契約に基づ

き、株式交換が実施されたことにより、当社は株式会社

ジャレコの完全子会社となった。 

    

  (固定資産の譲渡) 

 当社は、平成18年３月６日開催の取締役会において、

次の固定資産の譲渡を決議し、平成18年３月24日付で売

却した。 

  (1) 譲渡内容 

譲渡資産 

  

  

土地 東京都中央区銀座五丁目 

   ５番18、５番19 

   面積   553.90㎡ 

  
建物 同所同番地上のオフィスビル

   延床面積 6,087.74㎡ 

譲渡先 シャイニング・ノヴァ特定目的会社

譲渡価額 59億円 

売買契約日 平成18年３月６日 

引渡日 平成18年３月24日 

  (2) 譲渡理由 

当社の経営資源配分の適正化を図るため。 

  (3) 譲渡に伴う影響額 

当該資産の譲渡により、売却益21億５千万円の計

上が見込まれる。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略

している。 

  



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 固定資産の当期減少額のうち主なものは、下記のとおりである。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 5,016,079 13,818 1,444,469 3,585,427 1,874,032 117,595 1,711,394

 構築物 233,189 ― 228,487 4,702 1,874 244 2,828

 車輌 8,749 ― ― 8,749 8,749 ― ―

 器具備品 115,891 11,937 43,427 84,401 68,604 4,737 15,796

 土地 5,313,576 ― 14,325 5,299,250 ― ― 5,299,250

有形固定資産計 10,687,486 25,755 1,730,710 8,982,531 1,953,260 122,577 7,029,270

無形固定資産      

 借地権 4,021,223 ― ― 4,021,223 ― ― 4,021,223

 ソフトウェア 18,689 120 ― 18,809 16,828 808 1,980

 水道施設利用権 552 ― 552 ― ― ― ―

 電話加入権 2,218 ― ― 2,218 ― ― 2,218

無形固定資産計 4,042,684 120 552 4,042,251 16,828 808 4,025,423

長期前払費用 3,626 ― 2,738 887 ― ― 887

繰延資産      

 新株発行費 25,351 ― ― 25,351 16,900 8,450 8,450

繰延資産計 25,351 ― ― 25,351 16,900 8,450 8,450

当期減少額 建物 1,444,469千円(あずまや高原ホテル他)

  構築物 228,487千円(あずまや高原ホテル他)

  器具備品 43,427千円(あずまや高原ホテル)

  土地 14,325千円(あずまや高原ホテル他)



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 優先株式の普通株式への転換 

   優先株式1,350,000株減少 資本金337,500千円減少 資本準備金337,500千円減少 

   普通株式3,994,082株増加 資本金337,500千円増加 資本準備金337,500千円増加 

２ 期末における自己株式数22,947株 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額欄中「その他」の金額は回収等による戻入額である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 1,850,389 337,500 337,500 1,850,389

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (10,732,046) (3,994,082) (―) (14,726,128)

優先株式 (株) (3,000,000) (―) (1,350,000) (1,650,000)

普通株式 (千円) 1,100,389 337,500 ― 1,437,889

優先株式 (千円) 750,000 ― 337,500 412,500

計 (株) (13,732,046) (3,994,082) (1,350,000) (16,376,128)

計 (千円) 1,850,389 337,500 337,500 1,850,389

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)      

 株式払込剰余金 (千円) 1,120,082 337,500 337,500 1,120,082

計 (千円) 1,120,082 337,500 337,500 1,120,082

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 24,000 ― ― 24,000

計 (千円) 24,000 ― ― 24,000

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 2,692,222 44,849 28,178 37,896 2,670,997

賞与引当金 5,000 4,500 5,000 ― 4,500

役員退職慰労引当金 60,801 14,101 21,150 ― 53,753



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 営業未収金 

  

  

  

ハ 営業貸付金 

  

(注) 主な貸付先 金融業者 

  

種類 金額(千円)

当座預金 2,880,117

普通預金 44,318

別段預金 502

(小計) (2,924,939)

現金 2,025

合計 2,926,965

内訳 金額(千円) 相手先 滞留期間 

不動産販売 37,525 一般顧客 0.13ヶ月

貸ビル管理料 164
ビルテナント
ほか 

0.00ヶ月

合計 37,689 ― ― 

(注) 滞留期間は  
(期首営業未収金残高＋期末営業未収金残高)÷２

として算出したものである。 
月平均営業収益 

貸付の種類 金額(千円)

手形貸付 232,710

合計 232,710



ニ 販売用土地建物 
  

  

ホ 仕掛土地建物 
  

  

前掲の販売用の不動産のうち土地所有面積の状況は次のとおりである。 

  

  

内訳 金額(千円)

土地 プリマシティ長津田 ほか３件 392,122

建物 プリマシティ長津田 ほか１件 383,806

合計 775,929

内訳 金額(千円)

土地 千葉みなと ほか５件 883,415

建物 小平小川町 ほか２件 23,834

合計 907,249

地域別 面積(㎡) 金額(千円) 

東京都 2,236.41 222,657

神奈川県 70,934.06 224,140

千葉県 21,791.53 828,739

合計 94,962.00 1,275,537



② 固定資産 

破産債権その他これに準ずる債権 

  

  

③ 流動負債 

イ 支払手形 

(イ)期日別内訳 

  

  

(ロ)使途別内訳 

  

  

ロ 営業未払金 
  

  

貸付の種類 金額(千円)

破産債権 ―

その他これに準ずる債権 2,640,736

合計 2,640,736

決済期日 金額(千円)

平成18年５月 240,000

合計 240,000

内訳 金額(千円) 摘要 

建築工事代金 240,000 ㈱長谷工コーポレーション 

合計 240,000 ― 

内訳 金額(千円) 主な相手先 

販売用不動産に係る工事費等 119,338

㈱長谷工アーベスト 50,963千円
㈱創芸 21,196千円
㈱エステーホーム 17,002千円
大木建設㈱ 4,525千円
㈱長谷工コーポレーション 

4,346千円

合計 119,338 ― 



ハ 短期借入金、１年以内返済予定長期借入金 
  

(注) 株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付けで株式会社UFJ銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行に商号変更されて

いる。 

  

ニ 前受金 
  

  

④ 固定負債 

イ 長期借入金 

  

(注) 括弧内の金額(内数)は、貸借対照表日の翌日より起算して１年以内に返済される予定のものであり、貸借対照表においては

流動負債中「１年内返済予定の長期借入金」として掲記してある。 

  

借入先 金額(千円)

㈱東京三菱銀行 2,498,100

㈱みずほ銀行 652,400

中央三井信託銀行㈱ 374,600

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 206,800

小計 3,731,900

１年内返済予定の長期借入金 4,200,100

合計 7,932,000

内訳 金額(千円)

ビル賃貸収入 75,116

営業貸付金利息 808

不動産販売手付金 38,828

合計 114,753

借入先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 
2,700,000 
(2,000,000) 

㈱整理回収機構 
3,576,600 

(―) 

㈱三井住友銀行 
2,140,800 

(―) 

中央三井信託銀行㈱ 
2,139,000 
(2,139,000) 

㈱東和銀行 
61,100 
(61,100) 

合計 
10,617,500 
(4,200,100) 



ロ 受入敷金保証金 

  

  

内訳 金額(千円)

ビル賃貸敷金 701,994

合計 701,994



(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成17年12月26日開催の臨時株主総会において、基準日の削除の定款の変更をしている。 

２ 平成17年11月10日開催の取締役会において、名義書換代理人の変更が決議され、平成18年１月26日付で次のとおりとなっ

た。 

名義書換代理人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

         三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

         三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

同取次所     三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

  

  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中 

基準日 ― 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき 250円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

事業年度末(平成17年12月31日)現在では当社には親会社等はない。 

なお、提出日現在の当社の親会社等は株式会社ジャレコであり、株式会社ジャレコは継続開示会社であり、㈱ジャス

ダック証券取引所に上場している。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第52期) 

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

  平成17年３月31日 
関東財務局長に提出。 

          

(2) 半期報告書 (第53期中) 自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

  平成17年９月21日 
関東財務局長に提出。 

            

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第６号の２(提出会社が完全
子会社となる株式交換に係る覚書の締
結)の規定に基づくもの 

  平成17年10月12日 
関東財務局長に提出。 

            

(4) 臨時報告書の 
訂正報告書 

平成17年10月12日提出の上記(3)の臨時
報告書に係る訂正報告書である 

  平成17年10月18日 
関東財務局長に提出。 

            

(5) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号(代表取締役の異動)
の規定に基づくもの 

  平成17年12月２日 
関東財務局長に提出。 

          

(6) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号及び第19号(財政状態
及び経営成績に著しい影響を与える事
象の発生)に基づくもの 

  平成18年３月10日 
関東財務局長に提出。 

          

(7) 臨時報告書の 
訂正報告書 

平成18年３月10日提出の上記(6)の臨時
報告書に係る訂正報告書である 

  平成18年３月20日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月30日

日本中央地所株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本中

央地所株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本中央地所株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当連結会計年度末において、468百万円の債務超過の状況にあ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していな

い。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

関与社員   公認会計士  熊  木  幸  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

日本中央地所株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本中

央地所株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本中央地所株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度末において、債務超過の状況を解消したが、

短期的な損益の変動に対処する資本としては未だ過小であり、「日本中央地所再建計画」の途上の状況にあって、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していな

い。 

２ 重要な後発事象において、株式交換及び固定資産の譲渡に関する記載がある。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  熊  木  幸  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月30日

日本中央地所株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本中

央地所株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本中

央地所株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度末において、523百万円の債務超過の状況にあり、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

 公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

関与社員  公認会計士  熊  木  幸  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

日本中央地所株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本中

央地所株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本中

央地所株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度末において、債務超過の状況を解消したが、短期

的な損益の変動に対処する資本としては未だ過小であり、「日本中央地所再建計画」の途上の状況にあって、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２ 重要な後発事象において、株式交換及び固定資産の譲渡に関する記載がある。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  熊  木  幸  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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